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２Ｈ０１ 

学会や論文の動向から見た 

分野別の研究者（研究開発人材）規模の把握について 
 

 

○島津博基,中山智弘（科学技術振興機構） 

 

 

１．はじめに 

JST 研究開発戦略センター（CRDS）は、科学技術振興とイノベーション創出の先導役となるシンクタ

ンクとして、各分野ごとに国内外の社会や科学技術イノベーションの動向及びそれらに関する政策動向

を把握し、俯瞰し、分析した上で、研究開発戦略の提言を行っている。科学技術分野におけるイノベー

ションを、効果的かつ効率的に進めるためには、これまで進められてきた政策（投資）とその効果を明

らかにし、そこから得られるエビデンスを政策決定に利用していく、「エビデンス・ベース」の科学技

術政策立案が求められる。例えば、CRDS では、環境・エネルギー分野やナノテクノロジー・材料分野等

の各分野の予算、研究人材といったインプットと論文や特許などのアウトプットについても俯瞰の一環

（提言の基礎）として把握するよう努めている。今回、その一環として、５分野（エネルギー、環境、

情報通信（ICT）、ナノテクノロジー・材料、ライフサイエンス・臨床医学）の学会員数・学会参加者数

や論文の著者数から、研究開発人材の規模について把握を試みた結果を示し、考察する。 

総務省が実施している科学技術研究調査（平成 26 年度（2014 年）実績（括弧内は平成 16 年度実績））

によると、「大学等」および「公的機関等」の自然科学の研究者数は約 23.4 万人（20.6 万人）、「企業」

は約 52.5 万人（45.6 万人）であり、「大学等」および「公的機関等」の自然科学の研究者数は 10 年間

で 14％、「企業」は約 15％増加している。本調査はこれらを分野の視点から分析する試みともいえる。 

 

２．学会の動向からみた各分野の研究者規模の把握 

（１）方法 

CRDS では、技術分野別のユニットが、分野ごとに分野の構造（視座）や包含する領域を定義するた

めに俯瞰図というものを作成した上で、各ユニット（分野）が主要と考える研究開発領域についても選

択している。これらの考え方を踏まえ、規模や基礎研究の有無を考慮して各分野の主要な学会を抽出し、

各学会に対し、アンケート調査を行った。 
ここで、例えば、エネルギー分野に関連する主要学会について考えたとき、機械学会、電気学会、化

学工学会が中心となる。ただし、例えば機械学会の中でも機械加工などの直接的にはエネルギーに関連

しない部門も大きな割合を占めるため、主には流体工学部門、熱工学部門、エンジンシステム部門、動

力エネルギーシステム部門などがエネルギーをメインに扱うセクションといえ、対象となる学会のすべ

てが、一概にエネルギー分野の研究者とはいえないことには留意が必要である（今回は学会単位での動

向のみを調査）。同様に電気学会の電力・エネルギー部門や、化学工学会の粒子・流体プロセス部会、

熱工学部会、分離プロセス部会、反応工学部会などに属している科学者・研究者はエネルギー分野の研

究者と捉えて良いと考える。一方、石油学会、原子力学会のほとんどはエネルギーに関連していると考

えられるし、触媒学会、電気化学会なども多くはエネルギーへの意識が高い研究者といえよう。同様に

日本冷凍空調学会や日本伝熱学会、日本エネルギー学会などもエネルギー分野の研究といえるが、会員

の多くは機械学会や化学工学会等と重複した会員でもあることが予想される。エネルギー・資源学会も

電気学会と両者に参加している研究者が多いと推測される。もちろん、応用物理学会や化学会などに太

陽電池等のエネルギー分野に関心の高い研究者がいることも事実であるが、割合としては少ないと考え

られるので、今回は関連学会に留めた。他の分野についても同様の考えの下、学会を選択し、分析を行

った。 
このような諸条件を踏まえた上で、以下に各分野ごとに学会の会員数、法人会員数および年会参加者

数の動向について述べた後、分野間の比較を行った。表は近年の会員数等の増減について示したもので

あり、原則として 2004 年と 2014 年のデータを用いて 10 年間の変遷について分析した。 
 

（２）結果 
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エネルギー分野 

1. エネルギー分野ではない研究者も含まれていること、および学会間で相当数の重複があることを前

提に、個人会員数を単純に加算すると約 10.4 万となる。年会参加者をアクティブな研究者と捉え、

単純に加算すると約 1.5 万人となる。 

2. 電気学会、触媒学会は微増となっており、近年の電池研究や水素関連研究への関心の高さが伺える。

対して、化学工学会、金属学会、冷凍空調学会、石油学会、エネルギー・資源学会は 15％以上会員

数を減らしている。 

3. エネルギー分野に大きく関連する協会として自動車技術会があるが、唯一会員数を大きく伸ばして

いる学会である。 

4. 企業会員数は、規模、分野に依らず、全体的に減少している。 

5. 年会参加率は、最大規模の機械学会で少なく、伝熱学会で大きい。機械学会等の大きな学会は部門

別に年会あるいはそれに近いイベントが開催されるため、全体の会に参加する研究者が少ないこと

が推察される。 

 

表１ エネルギー分野の主な学会 

 
（参考）エネルギー分野に大きく関連する学会 

 
 

 

環境分野 

1. 単純に加算すると約 2.1 万となる。年会参加者をアクティブな研究者と捉え、単純に加算すると約

0.9 万人となる。 

2. 生態学会、水文・水資源学会は現状維持となっている。対して、気候変動を扱う日本気象学会、森

林学会も減少はしてはいるが、その他の学会は軒並み 30％以上会員数を減らしている。 

3. 企業会員数は、全体的に大きく減少している。50%以上減らしている学会が４つもあることが特徴

的である。 

4. 会員数が少ないコンパクトな学会が多い分、生態学会、森林学会、水環境学会、環境化学会など年

会参加率が 60%を超える学会が多いことが特徴といえる。 
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表２ 環境分野の主な学会 

 
（参考）環境分野に大きく関連する学会 

 
 

 

ナノテクノロジー・材料分野 

 個人会員を単純に加算すると約 8.4 万となる。年会参加者をアクティブな研究者と捉え、単純に加

算すると約 2.6 万人となる。 

 個人会員数を見ると、大きな学会は軒並み減少傾向にある。特に金属学会は約 30％と大きく会員数

を減らしている。エネルギー分野でも言及したとおり、電気化学、触媒は微増となっている。 

 企業会員数は、規模、分野に依らず、全体的に減少している。 

 年会参加率はおよそ 20%から 35%と大きな差が見られない。 

 

表３ ナノテクノロジー・材料分野の主な学会 

 
（参考）ナノテクノロジー・材料分野に大きく関連する学協会 
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ICT 分野 

1. 個人会員を単純に加算すると約 6.2 万となる。年会参加者をアクティブな研究者と捉え、単純に加

算すると約 1万人となる。 

2. 個人会員数を見ると、大きな学会は軒並み減少傾向にある。一方で、日本統計学会、人工知能学会

は会員数が増加している。昨今の AI（人工知能）、統計（データ）科学のブームが表れていると推

察される。 

3. 企業会員数は、日本統計学会を除き、減少している。 

4. 年会参加率は電子情報通信学会、情報処理学会、計測自動制御学会の３つの大きな学会の参加率が

20%以下と低い。部門別の年会が実質的に機能していると推察される。 

 

表４ ICT 分野の主な学会 

 
（参考）ICT 分野に大きく関連する学会 

 
 

ライフサイエンス・臨床医学分野 

1. 個人会員を単純に加算すると約 16.7 万となる。年会参加者をアクティブな研究者と捉え、単純に

加算すると約 8.6 万人となる。 

2. 個人会員数を見ると、ライフサイエンス（基礎生命科学）に関する学会は軒並み減少傾向にある。

一方で、臨床・医療色の強い循環器病学会や糖尿病学会、日本感染症学会などは会員数が大幅に増

加している。 

3. 企業会員数は、薬学会、糖尿病学会を除き、減少している。日本神経学会の企業会員数が大幅に減

少した要因としては、2014 年度内に学会誌を廃止したことによる。 

4. 年会参加率はほとんどの学会で 40%を超えるという特徴がある。 

 

表５ ライフサイエンス分野の主な学会 
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表６ 臨床・医療分野の主な学会 

 
 

３．論文執筆の動向からみた各分野の研究者規模の把握 

（１）方法 

各分野において、論文を執筆している研究者数を調査することで、およその研究人材の規模が把握で

きると考えた。Elsevier 社が運営する文献データベース Scopus には、論文の各著者に ID 番号が割り当

てられており、本調査ではこの ID を用いて研究者数をカウントした。各分野に該当する論文は Scopus

上で定められた領域と CRDS が設定したキーワードの組合せにより定義し、抽出を行った。ここでは、「研

究者数」は、「1年間で 1件以上論文の著者となっている者」と定義して、集計・分析を行った（2010

～2014 年の 5年間の年平均値を採用）。 

（２）結果 

 この 5年間に論文を執筆している研究者は、エネルギー分野は約 1.3万人、環境分野は 0.9万人、

ナノテクノロジー・材料は 2.7 万人、ICT 分野は 2.7 万人、ライフ・臨床医学分野は 6.3 万人と

なった。 

 日本において、5分野でこの 5年に論文を執筆している研究者数を単純に加算すると約 14 万人と

なる。 

 ICT 分野の 2.7 万のうち、1.3 万はデバイス・ハードウェア、0.4 万はロボット関係であり、ソフ

トウェア、システム、サービスといった情報処理の分野は 1万にも満たない。これらの分野は論

文よりもカンファレンスなどでの発表が多いと言われている。 

 

表７ 日本における各分野の論文執筆者数（単位：人） 

 
 

文部科学省科学技術政策研究所の「科学研究のベンチマーキング 2015」によれば、日本の総論文にお

ける各組織区分の割合として、約 88％はアカデミアおよび公的機関に所属する研究者によるものである。

また、総務省が実施している科学技術研究調査で把握されている「大学等」および「公的機関等」の自

然科学の研究者数は約 23.4 万人、企業は約 52.5 万人である。今回の結果はこれらと大きくは矛盾しな

いといえる。 

 

４．分野間の比較と考察 

２.および３.で分野ごとに見た結果を分野横断で捉えると下記のような傾向が見られた。 

 総務省統計では、研究者は増加しているにも関わらず、個人会員数は、分野を問わずほとんどの学

会において数を減らしている。リーマンショックなどの影響を受けて、企業の個人会員が大きく減
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っていることが推察される。自動車技術会は会員数を 20%も伸ばしている。この 10 年の自動車産業

の好景気、安定を反映していると推察される。また、電気化学会や触媒学会の増加は今後社会的に

重要とされている蓄電池や燃料電池、エネルギーキャリアの流行を反映し、人工知能学会や統計学

会なども昨今の AI ブームを反映するなど数字としてわかりやすい形で示されている。消化器病、

循環器病、糖尿病、感染症の各学会も大きく個人会員数を伸ばしている。医学系の学会の中には、

指定されたセッションに参加することを専門医認定の単位とするところもあるため、会員登録数が

伸びていると推測される。 

 法人会員数は、分野を問わず、全体的に大きく減少している。リーマンショックなどの影響を受け

て、企業が脱退したことが原因と推察される。特に企業活動に直接結びつきにくい環境分野は 50%

を超えて減らしている学会が４つもあることが特徴的である。 

 年会参加率は、機械学会、電気学会、自動車技術協会などや ICT 分野の大きな学会で 20%以下と低

いのに対し、ライフ・臨床分野では、年会の参加者が 50%を超えるところも多く、他の分野に比べ

活動が活発な傾向がある。大きな学会は部門別に年会相当の企画をもつため大半はそちらにのみ参

加していることが考えられる。医学系の学会は、指定されたセッションに参加することを専門医認

定の単位とするところもあるため、参加率が高いと推測される。 

 ２および３で分野ごとに集計した数字をまとめたものが表７である。ここでは学会登録者数をその

分野の研究者のポテンシャルとして、また学会の年会参加者、および論文を５年以内に一報は執筆

している研究者をアクティブな研究者として捉えた。学会の年会参加者と論文執筆者に似たような

傾向が現れたのは興味深いと考える。 

 

表８ まとめ（単位：万人） 

 
（参考）学会における企業会員の割合（2014 年） 

 
 

５．おわりに 

本検討は、研究人材を把握するための従来の調査がマクロなものになっており、各分野の研究者の数

や分野横断的な比較や検討が行われていないとの問題意識に基づき実施したものである。今後、各学会

の部門ごとの登録者数の把握や論文の執筆者調査の精緻化等により、より精度の高い分析を実施するこ

とを検討したい。 
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